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崩壊土砂が流動化する危険性のある

斜面をいかに抽出するか？

危機管理技術研究センター
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１．はじめに

がけ崩れにより発生した崩壊土砂（崩土）が、

流動化して長距離を流下する現象が見られる（写

真１）。このような現象が発生すると崩土の到達

距離が大きくなり、流動化しなかった場合と比べ

て被害が広範囲に及ぶことが問題となっている。

対策にあたっては、流動化が発生する危険性のあ

る斜面を抽出することがまず重要となるが、メカ

ニズム等について分かっていることはほとんどな

く、危険箇所を抽出する方法も確立されていない。

そこで、崩土の運動に関する既往文献や既往の斜

面崩壊事例を収集し、崩土の流動化が発生する場

所を抽出する手法を検討した。

写真１ 崩土が流動化した事例（島根県美郷町）

２．既往文献から見た崩土流動化の条件

科学技術文献データベースJDreamIIを用いて

「斜面」「流動化」「到達距離」などのキーワー

ドで検索を行い、194編の文献を収集した。また、

崩土の流動化が特に問題となる長大斜面（斜面高

さが概ね30mを超える斜面）における崩壊事例を収

集し、崩壊地の地形や崩土の到達距離等について

整理した。以上から、崩土が流動化しやすい斜面

の特性を抽出したところ、①斜面勾配が30～40°

の集水斜面・平行斜面であること、②透水係数が

大きいこと（亀裂や節理が発達した地層やルーズ

な地層等）、③細粒物質から構成されるため降雨

時に間隙水圧が上昇しやすいことが挙げられた。

３．数量化手法を用いた崩土流動化条件の検討

前述の長大斜面における崩壊事例および1990年

7月に九州中北部で発生したがけ崩れ災害事例1)

を用いて、崩壊地の地形等に関する情報を整理し、

数量化手法により統計的解析を行った。その結果、

影響度の大きい要素として、長大斜面の事例では

斜面上端の状態や表土厚が、1990年の事例では縦

断方向の斜面形や崩壊頭部の位置がそれぞれ抽出

された。すなわち、対象事例によって流動化への

寄与が大きい要素が異なる結果となった。

４．まとめと今後の課題

崩土の流動化には透水性や間隙水圧が大きく寄

与している可能性が高く、地形要因のみから危険

な斜面を抽出するのは難しいことが分かった。土

質や地下水に関する項目がほとんど含まれていな

い現在の斜面調査では、崩土の流動化を予測する

のは困難であると言える。現状を打開する方法と

して、飽和度を考慮した崩壊模型実験や土質・地

下水に着目した崩壊現地調査等により危険箇所の

抽出手法を確立した上で、重要な要素については

斜面調査の調査項目に追加するのが有効であると

考えられる。
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ノロウイルスの適切な処理を行う

ための下水処理技術の評価と展望
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１．はじめに

毎年冬に流行するノロウイルスは、平成18年に

過去最大規模の大流行が発生し世間の話題となっ

た。ノロウイルスは、感染者の腸管で増殖し、糞

便と共に大量に排出され、糞便1gあたり10億個以

上とも言われる。また、環境水中に流出したノロ

ウイルスはカキなどの二枚貝に蓄積されると言わ

れている。平成19年10月には、薬事・食品衛生審

議会よりノロウイルスの食中毒対策として糞便に

汚染された水を適切に処理することが効果的な手

段の一つであり、「カキなどの二枚貝を生産する

海域においては、市町村等は、糞便等に汚染され

た水の適切な下水処理の普及がなされるように努

める。」との提言がなされた。しかしながら、下

水処理場におけるノロウイルスの挙動実態や対策

手法に関する詳細な検討はなされなかった。

このため、国土交通省は、「下水道におけるウ

イルス対策に関する調査委員会」を設置し、自治

体の協力の下、実態調査等を実施し、調査結果を

取りまとめた。

２．調査内容

調査期間…平成20年 2月～平成20年3月

平成20年 9月～平成21年3月

平成21年10月～平成22年1月

対象施設数…18施設

調査回数…述べ111回（429検体）

処理方法の種類

生物処理法…標準活性汚泥法、嫌気-好気活性

汚泥法、嫌気-無酸素-好気法、ステップ流

入式多段硝化脱窒法、オキシデーションデ

ィッチ法、長時間エアレーション法、循環

式硝化脱窒型膜分離活性汚泥法

付加処理法…凝集沈殿、砂ろ過、繊維ろ過、

活性炭

消毒…塩素消毒、オゾン消毒

３．調査結果・まとめ

本調査の結果、感染性胃腸炎の感染者数の増加

傾向と流入下水中のノロウイルス濃度の増加傾向

が概ね一致していること、下水処理場では活性汚

泥による処理により平均して99%以上のノロウイ

ルスが除去されていること、凝集剤＋急速ろ過や

膜分離活性汚泥法ではさらに高い除去効果が得ら

れることを確認することができた。（結果の詳細

は、参考文献を参照。）

現状の下水道システムが環境水中のノロウイル

ス濃度の低減に一定の役割を果たしているととも

に、高度処理化と膜分離活性汚泥法の普及促進が

進められており、これらの技術による処理水のウ

イルス安全性向上が確認されたことにより、将来

的には水系感染に関してはより安全性が高くなる

ことが期待される。
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図１ A保健所に報告された感染性胃腸炎患者数の推移とA保

健所管内の下水処理場におけるノロウイルス濃度
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